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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第144期

第1四半期連結
累計(会計)期間

第143期

会計期間
自 平成20年4月1日
至 平成20年6月30日

自 平成19年4月1日
至 平成20年3月31日

売上高 (百万円) 11,272 65,475

経常損失（△）又は経常利益 (百万円) △ 641 2,729

四半期純損失（△）
又は当期純利益

(百万円) △ 367 1,162

純資産額 (百万円) 31,896 32,220

総資産額 (百万円) 72,487 78,972

1株当たり純資産額 (円) 508.69 513.84

1株当たり四半期純損失金額（△）
又は1株当たり当期純利益金額

(円) △ 5.86 18.54

潜在株式調整後1株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 44.0 40.8

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 5,109 4,642

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △ 399 △ 945

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △ 3,867 △ 2,220

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) 6,526 5,679

従業員数 (名) 1,751 1,695

(注)　１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 当第1四半期連結会計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する潜

在株式は存在しておりますが、1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

第143期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第1四半期連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第1四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名) 1,751[301]

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第1四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名) 1,040[175]

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の当第1四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第1四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円)

信号システム事業 9,903

電気機器事業 3,624

合計 13,528

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額は、販売価格によっております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第1四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

信号システム事業 22,253 45,161

電気機器事業 3,878 5,040

合計 26,131 50,202

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第1四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

信号システム事業 8,487

電気機器事業 2,784

合計 11,272

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　当社グループの主力事業であります信号システム事業の製品出荷は第2四半期末や年度末に集中するため、第1

四半期の売上高は例年低い水準で推移する傾向にあります。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第1四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％)

東京急行電鉄株式会社 1,762 15.63

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。
　
(1) 経営成績の分析

当第1四半期の売上高は、11,272百万円となりました。

　事業のセグメント別売上高では、信号システム事業が8,487百万円、電気機器事業が2,784百万円とな

りました。

　信号システム事業は、鉄道信号システムにおきましてＡＴＣ、ＡＴＳ装置など信号保安製品を中心に

受注高・売上高ともに引き続き堅調に推移いたしました。

　一方、電気機器事業は、産業機器用電源装置におきまして前期における受注時期の影響により、売上時

期が第2四半期以降となるため売上高は減少しましたが、受注高は前年同四半期に比べて増加しており

ます。

　この結果、当第1四半期の経常損失は641百万円、四半期純損失は367百万円となりました。

　なお、当社グループの主力事業であります信号システム事業の製品出荷は、第2四半期末や年度末に集

中するため、第1四半期の売上高および利益は例年低い水準で推移する傾向にあります。

　
(2) 財政状態の分析

当第1四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べて6,484百万円減少し、72,487百万

円となりました。主な増減は以下のとおりであります。

　資産の部は現金及び預金が876百万円、たな卸資産が3,900百万円増加、投資有価証券が時価評価等に

より499百万円増加し、受取手形及び売掛金が12,201百万円減少しました。

　負債の部は支払手形及び買掛金が609百万円、未払法人税等が524百万円、長期借入金が4,115百万円減

少しました。

　純資産の部はその他有価証券評価差額金が337百万円増加し、利益剰余金が681百万円減少しました。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

当第1四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ、846百万円増加し

6,526百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　営業活動によるキャッシュ・フローは5,109百万円のプラスとなりました。これは、たな卸資産が

3,894百万円増加しましたが、売上債権が12,212百万円減少したことが主な要因であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは399百万円のマイナスとなりました。これは有形固定資産の取

得により319百万円支出したことが主な要因であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは3,867百万円のマイナスとなりました。これは短期借入金が

3,430百万円減少したことが主な要因であります。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

および新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第1四半期連結会計期間の研究開発費は、信号システム事業102百万円、電気機器事業118百万円、共

通研究開発費32百万円で、総額254百万円であります。

EDINET提出書類

株式会社京三製作所(E01770)

四半期報告書

 5/23



　研究開発につきましては、事業戦略の上で急務となっております製品開発および製品改良等の研究課

題に取り組んでおります。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。

また、当第1四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第1四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月7日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 62,844,25162,844,251

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 62,844,25162,844,251― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年4月1日～

平成20年6月30日
― 62,844,251 ― 6,270 ― 4,625

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年3月31日現在で記載しております。

　

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

 議決権制限株式(自己株式等) 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

 議決権制限株式(その他) 　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

 完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 　70,000

　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

 完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　 62,564,000

62,564 　　　　　　　　　　　　―

 単元未満株式 普通株式  210,251　　　　　　　　　　　　― 一単元(1,000株)未満の株式

 発行済株式総数 62,844,251　　　　 　　　　　　　　　　　　― 　　　　　　　　　　　　―

 総株主の議決権 　　　　　　　　　　　　― 62,564 　　　　　　　　　　　　―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権4個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式779株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社京三製作所

横浜市鶴見区平安町
二丁目29番地の1

70,000 ― 70,000 0.11

計 ― 70,000 ― 70,000 0.11

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
4月 5月 6月

最高(円) 316 406 467

最低(円) 288 296 387

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役（執行役員）
企画・管理部門統括補佐
情報システムセンター、
内部監査室担当

取締役（執行役員）
総合企画部長
情報システムセンター、
内部監査室担当

渡　辺　弘　一 平成20年7月1日

取締役（執行役員）
総合企画部長

取締役 東　方　久　純 平成20年7月1日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第1四半期連結累計期間(平成20年4月1日か

ら平成20年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,433 6,556

受取手形及び売掛金 16,378 28,579

製品 3,585 3,442

半製品 1,392 1,307

原材料及び貯蔵品 252 214

仕掛品 17,025 13,391

繰延税金資産 1,304 1,026

その他 336 185

貸倒引当金 △14 △22

流動資産合計 47,694 54,682

固定資産

有形固定資産 ※１
 7,842

※１
 7,636

無形固定資産 ※２
 842

※２
 806

投資その他の資産

投資有価証券 12,704 12,204

繰延税金資産 2,067 2,298

その他 1,392 1,429

貸倒引当金 △56 △85

投資その他の資産合計 16,107 15,846

固定資産合計 24,792 24,289

資産合計 72,487 78,972
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 17,306 17,916

短期借入金 8,444 7,883

未払法人税等 60 584

役員賞与引当金 36 95

受注損失引当金 191 102

その他 4,549 5,771

流動負債合計 30,589 32,353

固定負債

長期借入金 2,790 6,905

退職給付引当金 6,862 7,082

役員退職慰労引当金 56 54

その他 292 355

固定負債合計 10,001 14,398

負債合計 40,590 46,751

純資産の部

株主資本

資本金 6,270 6,270

資本剰余金 4,625 4,625

利益剰余金 18,629 19,310

自己株式 △47 △47

株主資本合計 29,477 30,159

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,490 2,153

為替換算調整勘定 △71 △91

評価・換算差額等合計 2,419 2,061

純資産合計 31,896 32,220

負債純資産合計 72,487 78,972
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（2）【四半期連結損益計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月1日
 至 平成20年6月30日)

売上高 11,272

売上原価 9,887

売上総利益 1,385

販売費及び一般管理費

給料及び手当 601

賞与 177

役員賞与引当金繰入額 20

退職給付費用 66

減価償却費 45

荷造及び発送費 196

その他 952

販売費及び一般管理費合計 2,060

営業損失（△） △675

営業外収益

受取配当金 75

受取保険金 43

その他 44

営業外収益合計 163

営業外費用

支払利息 57

持分法による投資損失 56

その他 16

営業外費用合計 129

経常損失（△） △641

特別利益

貸倒引当金戻入額 16

特別利益合計 16

特別損失

固定資産除売却損 0

特別損失合計 0

税金等調整前四半期純損失（△） △625

法人税等 ※1
 △257

四半期純損失（△） △367
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △625

減価償却費 335

貸倒引当金の増減額（△は減少） △36

退職給付引当金の増減額（△は減少） △220

持分法による投資損益（△は益） 56

受取利息及び受取配当金 △77

支払利息 57

売上債権の増減額（△は増加） 12,212

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,894

仕入債務の増減額（△は減少） △612

その他 △1,555

小計 5,637

利息及び配当金の受取額 89

利息の支払額 △71

法人税等の支払額 △546

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,109

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △49

定期預金の払戻による収入 27

投資有価証券の取得による支出 △1

有形固定資産の取得による支出 △319

無形固定資産の取得による支出 △86

その他 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △399

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,430

長期借入金の返済による支出 △123

配当金の支払額 △313

その他 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,867

現金及び現金同等物に係る換算差額 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 846

現金及び現金同等物の期首残高 5,679

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,526
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第1四半期連結会計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

（会計方針の変更）

１　リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成5年6月17日　最終改正平成19年3月30日　企

業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成6年1月18

日　最終改正平成19年3月30日　企業会計基準適用指針第16号)を当第1四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理か

ら通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失にあたえ

る影響はありません。

２　たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平成18年7月5日　企業会計基準第9号)を当

第1四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失にあたえる

影響はありません。

 

　

【簡便な会計処理】

　

当第1四半期連結会計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按分す

る方法によっております。

　なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する

方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第1四半期連結会計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第1四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【追加情報】

　

当第1四半期連結会計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

平成20年度の法人税法の改正を契機として見直しを行った結果、機械及び装置の耐用年数を変更しており

ます。

　この結果、従来の方法によった場合に比べ、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失にあたえる影

響は軽微であります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第1四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

※１ 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 13,242百万円

※1 有形固定資産から控除した

減価償却累計額 12,954百万円

※２ 無形固定資産に含まれるのれん　 　 

69百万円

※２ 無形固定資産に含まれるのれん

73百万円

  ３　受取手形割引高　

8百万円

  ３　受取手形割引高

1,028百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第1四半期連結累計期間

当第1四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

※１　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

２　当社グループの主力事業であります信号システム事業の製品出荷は第2四半期末や年度末に集中するた

め、第1四半期の売上高は例年低い水準で推移する傾向にあります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第1四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金勘定 7,433百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 △907

現金及び現金同等物 6,526
 

　

(株主資本等関係)

当第1四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第1四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 62,844,251

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第1四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 140,390

　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 313 5.0平成20年3月31日 平成20年6月30日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表上の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第1四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

信号システム
事業
(百万円)

電気機器
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

8,487 2,784 11,272 ― 11,272

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

0 184 185 (185) ―

計 8,488 2,969 11,457 (185) 11,272

営業利益又は営業損失(△) △66 57 △8 (666) △675

(注)　１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

 ２　各事業の主な製品

 (1)信号システム事業・・・・・・列車運行管理システム、列車保安制御システム、交通管制システム

 (2)電気機器事業・・・・・・・・半導体応用機器

　

【所在地別セグメント情報】

当第1四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第1四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,244 34 1,279

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 11,272

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合

11.0％ 0.3％ 11.3％

(注)　１　地域は、地理的近接度により区分しております。各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

　　（１）アジア・・・・・・中国、台湾、韓国等

　　（２）その他・・・・・・ベネズエラ等

 ２　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(1株当たり情報)

１　1株当たり純資産額

　
当第1四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

508円69銭 513円84銭

　

(注)　1株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第1四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 31,896 32,220

普通株式に係る純資産額(百万円) 31,896 32,220

普通株式の発行済株式数(千株) 62,844 62,844

普通株式の自己株式数(千株) 140 139

1株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

62,703 62,704

　

２　1株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額

　

当第1四半期連結累計期間
(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

　1株当たり四半期純損失金額 5円86銭

　潜在株式調整後
　　1株当たり四半期純利益金額

―

(注)　１ 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額については、関連会社の発行する潜在株式は存在しておりますが、

1株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

    　２ 1株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第1四半期連結累計期間

(自　平成20年4月1日 至　平成20年6月30日)

　四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △367

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

　普通株主に係る四半期純損失(百万円) △367

　普通株式の期中平均株式数(千株) 62,704

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年8月5日

株　式　会　社　京　三　製　作　所

　　取　締　役　会　御　中

　

監査法人　　ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　安　　原　清　　一　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　水　　上　亮 比 呂　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　澤　　田　修　　一　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社京三製作所の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累

計期間（平成２０年４月１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期

連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社京三製作所及び連結子会社の平成２

０年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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